
令和４年度当初予算知事審査における主要な議論 

（環境部・都市整備部） 

■ 埼玉版スーパー・シティ推進事業費（環境部・B16）

埼玉版スーパー・シティプロジェクト加速化事業費（都市整備部・

B8）

知  事 まちづくりは市町村が主体である。他方、県が関わる、例

えば産業団地の造成や県営団地の建替えなど、県事業が市

町村のまちづくりと連携した取組もできるので、今後、モ

デルとして提供していくべきではないか。 

担当部局 市町村と協議を進める中で、まちづくりと県事業との連携

は意識をしている。今後は、庁内各部局が進める事業につ

いて、企画財政部等と情報を共有し、しっかり把握しなが

ら、プロジェクトと連携できるよう工夫して進めてまいり

たい。 
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― 環境部 B16 ―

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

9,11,7
9-4,11-3,7-1

未来を見据えた社会基盤の創造

101,000 101,000

住み続けられるまちづくり

前年額 0

決定額 101,000

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×6.0人＝57,000千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比

分野施策 0901
１　事業概要 ５　事業説明
　超少子高齢社会を見据え、県内各地の特性を活かし、
県民一人一人が支え合って日常生活を心豊かで安心・快
適に暮らせる持続可能なまちをつくり、「日本一暮らし
やすい埼玉」の実現に資する。
（１）埼玉版スーパー・シティプロジェクト推進補助

101,000千円

（１）事業内容
　　埼玉版スーパー・シティプロジェクト推進補助 101,000千円

プロジェクトに取り組む市町村に対して、事業化に向けた検討やまちづくりに係るソフト・ハード事業への補助を
行う。

（２）事業計画
令和4年度～　埼玉版スーパー・シティプロジェクトに係るエントリーシート・地域まちづくり計画提出市町村に

対して補助を実施

（３）事業効果
「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」の実現に向け、県内市町村のまちづくりの現況を踏まえながら、関係
部局や民間企業等と連携し、市町村のニーズや特性に応じた支援を行うことができる。

（４）変更点
埼玉版スーパー・シティプロジェクト推進補助金の創設２　事業主体及び負担区分

　（県1/2）、市町村1/2

３　地方財政措置の状況
　なし

脱炭素分散型エネルギー社会構築事業費
番号 事業名

事 業
期 間

令和 2年度～ 根 拠
法 令

なし 針路 09

B16 埼玉版スーパー・シティ推進事業費 一般会
計

総務費 環境費 環境保全推進
費

令和 4年度予算見積調書 課室名:

説明事業

エネルギー環境課
担当名: エネルギー企画担当

内線: 3186 (単位：千円)
会計 款 項 目



―都市整備部・Ｂ８－

内線 5385

未来を見据えた社会基盤の創造

住み続けられるまちづくり

SDGsｺﾞｰﾙ

SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

11

11-b

説明事業

市街地再開発促進費補助

目

なし 針路根 拠
法 令 分野施策

財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比

番号 事業名 会計 款 項

都市計
画費

埼玉版スーパー・シティプロジェクト加速化事業費

市街地整備課

09

令和 4年度予算見積調書　その１

令和 4年度～

令和 8年度

土地区画整理
費

一般会
計

土木費
Ｂ８

担当名

課室名

（１）事業内容
埼玉版スーパー・シティプロジェクトに取り組もうとする市町村に対し、要件となるコンパクト、スマート、レジ

リエントの３要素の施策提案から具体化に向けた総合的なコーディネートを支援し、市町村の取組を促進する。

（２）事業計画
ア 市町村へ施策提案から具体化に向けた総合的なコーディネートを支援

（３）事業効果
超少子高齢化社会に突入する中、地域の活力を維持するとともに、医療・福祉・商業等の生活機能を確保し、子ど

　　もや高齢者等が安心して暮らせるコンパクトなまちづくりに取り組む市町村の増加。

（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
市町村、住民、民間企業などと連携を図る。

５　事業説明１　事業概要

　超少子高齢社会を見据え、県内各地の特性を生かし、
県民一人一人が支え合って日常生活を心豊かで安心・快
適に暮らせる持続可能なまちをつくり、「日本一暮らし
やすい埼玉県」の実現に資する。

（１）コーディネート支援業務 20,000千円

単位：千円
企画・再開発担当

　（県10/10）

２　事業主体及び負担区分

0901
事 業
期 間

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　9,500千円×4.0人＝38,000千円

３　地方財政措置の状況

　なし

決定額 20,000

予算額

前年額 0 0

20,000 20,000




